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国民スポーツ大会･全国障害者
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- 1 -



(２)予算

■課別歳出予算額（一般会計） （単位：千円）

令和３年度

当初(A)

環境生活総務課 333,477

人権同和対策課 178,805

文 化 国 際 課 3,254,125

スポーツ振興課 1,898,170

自 然 環 境 課 721,183

環 境 政 策 課 685,808

廃 棄 物 対 策 課 620,284

7,691,852

■課別財源内訳（一般会計） （単位：千円）

当初予算額

環境生活総務課 333,477

人権同和対策課 178,805

文 化 国 際 課 3,254,125

スポーツ振興課 1,898,170

自 然 環 境 課 721,183

環 境 政 策 課 685,808

廃 棄 物 対 策 課 620,284

7,691,852

624,279

900,287

709,063

913,109

93.5

185.1

80.1

96.7

188,070

1,869,342

1,190,675

Ａ/Ｂ

95.2

当初(B)

350,444

191,305

1,758,356

２月補正後(C)

364,422

Ａ/Ｃ

91.5

95.1

174.1

60.6

109.9

－

－

1,569,800

53,000

－

95.4

140.5 137.1

 対前年比（％）令和２年度

111,742

1,319,007

財　　源　　内　　訳

その他

35,218

1,260

県　債

3,960

117,509

14,643

965

22,364

144,989

－ －

1,622,800834,265

使用料
手数料

－

－

72,260

502

44,841

246,094

 一 般 財 源

345,313

138,750

40,322

240,084

寄附金

9,643

－

－

527,012

263,661

国  庫
支出金

650,454

5,473,018

590,949

5,610,044

－

－

132,676

課　　名

合　　計

課　　名

合　　計

令和３年度

3,756,148

132,704

1,134,076

524,971

24,955

782,307 207.9 242.6

－ 48,898 5,000 － 916,642 927,630

105.0
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（３）主要施策の概要と課題

【環境生活総務課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

県民いきいき活動の促 67,965 １．概 要

進と協働の推進 (うち２月補正 「島根県県民いきいき活動促進条例」に基づき、県民・

（ＮＰＯ活動推進室） 15,000) 企業・NPOなどの多様な主体による地域社会貢献活動を「県

民いきいき活動」と位置づけ、県民がこの活動に参加しや

すい環境づくりを進めている。

また、寄附文化の醸成を図るとともに、NPO等との協働

の取組みを推進している。

２．課 題

（１）しまね社会貢献基金の周知を図り、寄附を促進し、こ

れを財源としてNPO活動を一層支援していく必要がある。

（２）地域活性化の主体となるNPOの立ち上げを支援すると

ともに、活動資金、人材育成、情報提供など活動基盤整

備のための支援が必要である。

（３）NPOや企業などの多様な主体と県との協働に向けた環

境整備を進めるための研修や事業を、引き続き行う必要

がある。

犯罪のない安全で安心 2,403 １．概 要

なまちづくりの推進 「第５期島根県犯罪のない安全で安心なまちづくり基本

（消費とくらしの安全 計画」（令和２年度～令和６年度）に基づき、特殊詐欺被

室） 害の防止や高齢者、子ども、女性みまもり活動の充実・拡

充、自主的な防犯環境整備の推進を重点取組事項として、

施策を推進している。

２．課 題

犯罪発生率（人口千人当たりの刑法犯認知件数）は減少

傾向にある一方、特殊詐欺被害は高齢者だけでなく、若い

世代にも広がっており、被害金交付形態では約７割が電子

マネーになっていることから、被害未然防止に向け効果的

な啓発に一層取り組む必要がある。

また、子どもや女性への声かけ・つきまとい事案も依然

として多発しており、警察や事業者等と連携し、防犯ボラ

ンティア活動や「子ども・女性みまもり運動」をさらに充

実・拡充する必要がある。
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事業（事項）名 事業費 概 要

消費者行政の推進 65,390 １．概 要

（消費とくらしの安全 「第５期島根県消費者基本計画」（令和２年度～令和６

室） 年度）に基づき、消費者教育の推進、消費生活相談体制の

充実・強化、消費生活上特に配慮を要する消費者の被害防

止等消費生活の安全・安心の確保に取り組んでいる。

２．課 題

民法の成年年齢引下げに対応して若年者の消費者被害を

未然防止・救済するため、また、全ての世代を対象に自主

的かつ合理的に社会の一員として行動する自立した消費者

を育成するため、消費者教育コーディネーターを中心に、

ライフステージを通じた実践的な消費者教育を推進する必

要がある。

県内のどこの地域に住んでいても質の高い消費生活相談

を受けられる体制を整備することが必要なため、消費生活

相談員の研修機会の確保や指定消費生活相談員による市町

村相談窓口支援などを通して、相談機能の充実・強化を図

る必要がある。

また、60代以上の高齢の契約者に関する被害相談の割合

が依然高水準にあることから、地域の消費者団体や関係機

関が連携して情報共有や高齢者等の見守りなどを行う

「消費者安全確保地域協議会（地域見守りネットワーク）」

の全市町村での設立を進め、悪質商法による高齢者の被害

を防止する必要がある。
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【人権同和対策課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

人権施策の推進と調整 7,648 １．概 要

「一人一人の人権が尊重される社会の実現」を目指して、

「島根県人権施策推進基本方針」（平成12年策定、平成31

年３月第２次改定）に基づき、関係部局・機関等と連携し

県民の人権意識の向上と人権施策の総合的かつ効果的な取

組を推進している。

２．課 題

女性、子ども、高齢者、障がい者などに対する人権侵害

など、以前からの問題に加えて、新型コロナやハンセン病

等の感染症、インターネットによる人権侵害やLGBTへの理

解促進等、新たな人権課題も顕在化してきている。

今後とも、「島根県人権施策推進基本方針」に基づき、

県の関係部局や国、市町村等と連携し、様々な人権課題の

解消や人権救済に取り組むことが必要である。

また、同和対策においては、差別意識の解消や教育・就

労の面などにおいて、なお、解決すべき課題が残されてい

ることから、「部落差別の解消の推進に関する法律」（平

成28年施行）の趣旨を踏まえ、引き続き取組を進めていく

必要がある。

人権啓発、研修の実施 42,647 １．概 要

（人権啓発推進センタ 県民等の人権課題に関する理解と認識を深め、人権意識

ー） の高揚を図るため、各種の人権啓発・研修事業を実施して

いる。

２．課 題

人権啓発の実施にあたっては、特に若い世代の参加をさ

らに促進することが重要であるため、その世代を意識した

各種イベント等の企画や広報を実施する必要がある。

また、県民意識調査によると、「研修会等への参加頻度

が高いと人権意識が高くなる傾向が認められる」ため、県

民等への研修機会の提供に引き続き取り組む必要がある。
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【文化国際課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

多文化共生の推進 33,238 １．概 要

令和２年末の県内の外国人住民数は、8,917人であり、

近年、増加傾向にある。外国人住民と日本人住民が互いの

文化や価値観の違いを理解し合い、共に地域社会の一員と

して暮らすことのできる、多文化が共生する地域づくりを

推進していく。

２．課 題

定住化する外国人住民の増加、国籍や家族構成の多様化

などにより、必要な情報の多言語化や相談体制の整備をは

じめ、教育・子育てや、医療・福祉、防災など、生活全般

にかかる支援が必要となっている。

また、多文化共生意識を醸成し、共に支え合う地域づく

り・人づくりを推進するため、市町村、（公財）しまね国

際センター等と連携して取り組む必要がある。

文化施設を活用した事 1,080,209 １．概 要

業 県立美術館、芸術文化センター、島根県民会館の文化施

（文化振興室） 設については、美術館企画展をはじめ、地域芸能交流、コ

ンサートなど多様な企画に取り組むことなどにより、県内

外から多くの利用者に親しまれており、県の文化振興を図

る上で、中核的な拠点施設として重要な役割を果たしてい

る。

２．課 題

各施設を活用したイベントやワークショップの充実を図

るとともに、市町村等とも連携して、公立文化施設・教育

施設等を活用したアウトリーチ活動を展開するなど、県内

各地で多様な文化芸術に触れる機会を提供し、併せて教育

・普及活動や文化芸術活動の担い手の育成を図っていく

必要がある。

また、貴重なコレクションや、音響に優れたホール施設

等を観光振興・地域振興に活かしていく必要がある。

さらに、コロナ禍においては、取組の推進にあたり、引

き続き、感染予防対策の徹底と利用者に理解を求めていく

必要がある。
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【スポーツ振興課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

スポーツの振興 126,398 １．概要

令和２年３月に策定した第２期島根県スポーツ推進計画

に基づき、「すべての県民がスポーツに関わり、スポーツ

の力で楽しく健康で生き生きと暮らせる島根」を目指し、

生涯スポーツ、障がい者スポーツ及び競技スポーツの推進

に取り組んでいる。

２．課題

気軽に参加できるスポーツの機会、健康づくりを目的と

したスポーツの機会を提供し、スポーツ教室・イベント等

を周知し、多くの参加者を確保していく必要がある。

国民スポーツ大会・全 206,161 １．概要

国障害者スポーツ大会 令和12年に本県で開催を予定している国民スポーツ大会

の開催準備 ・全国障害者スポーツ大会に向け、大会運営等の準備及び

（国民スポーツ大会・ 競技力向上に取り組んでいる。

全国障害者スポーツ大 （大会運営等準備）

会準備室） 準備委員会総会等の開催、県民向け広報、競技会場

選定に必要な調査

（競技力向上の取組）

競技力向上基本計画に基づく取組

○ 組織体制の整備・充実

○ 選手の発掘・育成・強化

○ 指導者の養成・資質の向上

○ 選手・指導者を支える環境整備

２．課題

（１）昭和57年のくにびき国体開催時に比べ、人口減少や

市町村数（59→19）が合併により減少するなど、会場地

となる市町村の負担を考えながら進める必要がある。

（２）国民スポーツ大会総合優勝を目標としているが、人口

減少・少子高齢化により、競技人口の減少や指導者・

競技団体役員などの確保が困難になっているため、

競技力向上に資する取組を推進していく必要がある。

（３）大会運営・施設整備・競技力向上対策など、大会開催

にかかる予算は、費用対効果を意識したコンパクトなも

のとし、また、大会の成果が大会後も継続するよう取り

組む必要がある。

- 7 -



【自然環境課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

しまねの自然公園満喫 144,550 １．概 要

プロジェクトの推進 大山隠岐国立公園は、環境省が進める「国立公園満喫プ

ロジェクト」のモデル地区に選定され、平成28年度から、

受入環境整備やインバウンド対策の取組を先行的・集中的

に実施してきた。

本年２月には、令和３年度から令和７年度までの５年間

の事業計画となる「大山隠岐国立公園ステップアッププロ

グラム2025」を策定し、今後はこのプログラムに基づき、

国や地元市町村等と連携し、快適な利用環境の整備や認知

度向上を着実に進め、国内外からの誘客を一層促進してい

く。

また、これまで県内の国立公園を対象に実施してきたプ

ログラム造成等の誘客の取組を国定公園や県立自然公園へ

も展開していく。

２．課 題

自然公園を活用した観光誘客の促進が必要である中、

「国立公園満喫プロジェクト」により県内の国立公園の

環境整備は一定程度進んできたが、県内の自然公園への

来訪者が滞在して楽しめる魅力ある体験コンテンツは

不足している。

民間の創意工夫を活かした多様な体験プログラム造成や

周遊促進などの取組を支援し、官民連携して県内の自然公

園への誘客を促進していく必要がある。

隠岐ユネスコ世界ジオ 83,307 １．概 要

パークの活用推進 隠岐ユネスコ世界ジオパーク推進協議会が平成28年５月

に策定した全体構想に基づき、協議会や地元市町村等との

連携により、ジオパークの認知度向上や来島者を増やす

ための情報発信、受入体制の整備を実施している。

本年は、ユネスコ世界ジオパークの認定から２度目の再

認定審査を受ける予定であり、再認定に向けた環境整備を

進める。

２．課 題

全体構想を着実に推進していくとともに、ユネスコ世界

ジオパークの再認定に向け、地元市町村等と一体となって

取り組む必要がある。
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【環境政策課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

しまね流エコライフの 128,667 １．概 要

推進 地球温暖化の防止や循環型社会の形成を目指して、環境

に配慮したライフスタイルやビジネスを実践するための取

組を総合的に推進している。

２．課 題

温室効果ガス排出量の削減には、エネルギー消費量の削

減が重要であり、効率的なエネルギーの使用など、省エネ

の取組を一層推進していく必要がある。

また、資源の有効利用や循環利用が、質の高い循環型社

会につながることから、廃棄物の３R（リデュース、リユ

ース、リサイクル）などに社会全体で取り組む必要がある。

宍道湖・中海の水質保 50,115 １．概 要

全対策 宍道湖及び中海の水質保全を図るため、第７期湖沼水質

（宍道湖・中海対策推 保全計画（令和元年度～令和５年度）の進行管理を行う

進室） とともに、宍道湖・中海の効果的な水質保全対策を検討す

るための調査・研究等を推進する。

２．課 題

これまでの対策により、両湖に流入する汚濁負荷量は着

実に減少しているが、両湖の水質は環境基準値を達成して

いない状況であり、国と連携して水質汚濁メカニズムを解

明する必要がある。

また、アオコが平成22年から平成24年まで３年連続で

発生し、平成24年以降は水草が繁茂拡大しているため、

河川管理者である国土交通省を中心に、関係機関が連携し

て適切な対策に取り組む必要がある。
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【廃棄物対策課】 （単位 千円）

事業（事項）名 事業費 概 要

産業廃棄物の適正処理 200,645 １．概 要

環境負荷を低減するためには、廃棄物の適正処理が不

可欠であり、不法投棄等の防止、産業廃棄物処理施設の

監視・指導、公共関与最終処分場の確保及びPCB廃棄物の

処理に取り組んでいる。

２．課 題

（１）依然として後を絶たない不法投棄や不法焼却などの

不適正処理事案について、排出事業者や廃棄物処理業

者などの立入指導、監視カメラ等の設置等による未然

防止に引き続き取り組むとともに、地域住民や関係機

関（警察、市町村等）との連携を強化した取組が必要

である。

（２）高濃度PCB廃棄物（安定器、汚染物等）の処分期間が

令和３年３月31日で終了したため、未処分の廃棄物に

ついて、必要に応じて指導・行政処分（改善命令・代

執行）を実施する。

海岸漂着ごみ対策の推 259,408 １．概 要

進 海岸漂着ごみ対策については、国の地域環境保全対策費

補助金（海岸漂着物等地域対策推進事業）を活用し、海岸

管理者等による海岸漂着ごみの回収、処理及び海岸漂着ご

みの発生抑制対策に取り組んでいる。

２．課 題

（１）当該補助金については平成27年度から地方負担が生じ

ており、必要な事業費の確保や地方負担の軽減など、国

に対して必要な財政措置を要望する必要がある。

（２）漂着物の多くが対岸諸国に由来するものであり、国に

対し、引き続き外交ルートを通じた対応を求めていく必

要がある。
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各課別分掌事務

環境生活総務課 

(1) 社会貢献活動の推進及び連絡調整に関すること(NPO 活動推進室)。
(2) 特定非営利活動法人に関すること(NPO 活動推進室)。
(3) 消費者行政の推進及び連絡調整に関すること(消費とくらしの安全室)。
(4) 消費生活協同組合に関すること(消費とくらしの安全室)。
(5) 物資及び物価対策の調整に関すること(消費とくらしの安全室)。
(6) 金融の広報に関すること(消費とくらしの安全室)。
(7) 消費者センターに関すること(消費とくらしの安全室)。
(8) 犯罪のない安全で安心なまちづくりに関すること(消費とくらしの安全室)。

人権同和対策課 

(1) 人権施策の推進及び調整に関すること。

(2) 同和対策の推進及び連絡調整に関すること。

(3) 人権啓発に関すること(人権啓発推進センター)。

文化国際課 

(1) 国際交流・協力の企画及び調整に関すること。

(2) 渉外に関すること。

(3) 旅券に関すること。

(4) 在住外国人及び海外移住者に関すること。

(5) 国際交流・協力事業に関すること(他課の所掌に属するものを除く。)。
(6) 公益財団法人しまね国際センターの業務運営の指導に関すること。

(7) 文化行政に関する企画及び調整に関すること(教育委員会の所管に属する

ものを除く。)(文化振興室)。
(8) 芸術及び文化の振興に関すること(教育委員会の所管に属するものを除く。) 

(文化振興室)。
(9) 美術館に関すること(文化振興室)。
(10) 芸術文化センターに関すること(文化振興室)。
(11) 島根県民会館に関すること(文化振興室)。
(12) 公益財団法人しまね文化振興財団の業務運営の指導に関すること(教育委

員会の所管に属するものを除く。) (文化振興室)。
(13) 公益信託しまね文化ファンドの運営の指導に関すること(文化振興室)。
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スポーツ振興課 

(1) スポーツ振興の企画及び総合調整に関すること（教育委員会の所管に属す

るものを除く。次号及び第３号において同じ。）。

(2) 生涯スポーツの振興に関すること。

(3) スポーツの競技力向上に関すること。

(4) 障がい者スポーツの振興に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。

(5) 武道施設、体育施設及びはつらつ体育館に関すること。

(6) 公益財団法人島根県体育協会の業務運営の指導に関すること。

(7) 公益財団法人島根県障害者スポーツ協会の業務運営の指導に関すること。

(8) 東京 2020 オリンピック・パラリンピックに関すること

(9) 第 84 回国民スポーツ大会及び第 29 回全国障害者スポーツ大会の準備に関

すること（国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会準備室）。

自然環境課 

(1) 自然保護の総合的な計画及び調整に関すること。

(2) 自然保護の普及啓発に関すること。

(3) 自然公園に関すること。

(4) 中国自然歩道に関すること。

(5) 自然環境保全地域に関すること。

(6) 生物多様性及び希少野生動植物種の保護に関すること(他課の所掌に属す

るものを除く。)。
(7) 三瓶自然館に関すること。

(8) 公益財団法人しまね自然と環境財団の業務運営の指導に関すること。

(9) 公益財団法人ホシザキグリーン財団の業務運営の指導に関すること。

(10) 隠岐ユネスコ世界ジオパークの支援及び活用推進に関すること。

環境政策課 

(1) 環境保全施策の総合的な計画及び調整に関すること。

(2) 地球環境の保全に関すること。

(3) 地球温暖化対策に関すること。

(4) 環境保全の普及啓発に関すること(他課の所掌に属するものを除く。)。
(5) 環境影響評価に関すること。

(6) 環境マネジメントシステムに関すること。

(7) 廃棄物の減量化及び再資源化に関すること(廃棄物対策課の所掌に属する

ものを除く。)。
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(8) アスベスト対策に関すること。

(9) 大気汚染、騒音、振動及び悪臭の防止に関すること。

(10) 水質汚濁の防止に関すること。

(11) 土壌汚染対策に関すること。

(12) 温泉に関すること。

(13) 湖沼水質保全計画に関すること(宍道湖・中海対策推進室)。
(14) 宍道湖・中海に係る資源の保護及び活用についての調整に関すること(他

課の所掌に属するものを除く。)(宍道湖・中海対策推進室)。
(15) 宍道湖・中海のラムサール条約に関すること(宍道湖・中海対策推進室)。

廃棄物対策課 

(1) 廃棄物の適正処理に関すること。

(2) 廃棄物の減量化及び再資源化に関すること(環境政策課の所掌に属するも

のを除く。)。
(3) 浄化槽の適正管理の推進に関すること。

(4) 化学物質対策に関すること。
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コロナ禍におけるＮＰＯ緊急支援事業について 

【令和２年度２月補正予算（R2→R3繰越）】 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、県内における社会貢献活動への影響を踏 

まえ、ＮＰＯによる支援を必要とする新型コロナウイルス感染症の影響を受けている住民 

を支えるための取組に対し、新たな助成制度を創設し支援する。 

これにより、福祉、文化、スポーツ、教育、まちづくりなど、多様な分野において県民 

いきいき活動に取り組むＮＰＯの活動の更なる充実を目指す。 

１ 制度概要 

（１）対象事業 

  新型コロナウイルス感染症の影響を受けている住民に対し、ＮＰＯが新たに実施する 

新規・拡充事業 

（２）補助対象団体 

  社会貢献活動団体（ＮＰＯ法人、ボランティア団体、ＮＰＯ中間支援組織等） 

（３）補助率・上限額 

  補助率 １０／１０、上限額 １団体あたり５０万円 

２ 予算の状況 【令和２年度２月補正予算】 

 １５，０００千円（臨時交付金充当）、繰越明許費（R2→R3） 

３ 事業採択 

（１）公募期間 

 令和３年３月１日（月）～３月１７日（水） 

（２）応募状況 

 ２２団体、総額１０，０５７千円 

   【内訳】ＮＰＯ法人  １６団体、７，６２７千円 

       市民活動団体  ４団体、１，７３０千円 

       社団・財団法人 ２団体、  ７００千円 

（３）採択状況 

 ・令和３年３月２９日に審査委員会を開催し、採択事業を決定 

 ・申請２２団体 全て採択（採択金額 １０，０５７千円） 

 ・採択状況については、県ＨＰにて公表（団体名称、事業名、事業概要、採択額） 

   ※別紙「コロナ禍におけるＮＰＯ緊急支援事業採択団体一覧」のとおり 

令和３年５月１９日・２０日

建 設 環 境 委 員 会 資 料 

環境生活部環境生活総務課 
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東京２０２０オリンピック聖火リレーについて 

１．経 過 

２月１７日 島根県聖火リレー実行委員会を開催し、知事が聖火リレー中止の検討を表明 

２月２５日 組織委員会に対し、協定書の役割分担違反にかかる「催告書」を文書で発送 

協定書第９条に基づき、違反と思われる事柄について是正を要求（3/24〆切） 

・ 離島での実施にかかる費用負担 

・ トーチの燃料回収・聖火ツールの手配・納品、メディア対応にかかる負担 

３月２２日 組織委員会から、「回答期限に関わらず、引き続き協議を行う」旨の回答 

３月２３日 組織委員会に対し、催告書の回答期限を４月７日まで延長する旨を文書で発送 

３月２５日 聖火リレーが福島県からスタート 

４月 ６日 知事が組織委員会を訪問し、一定の改善事項を申し入れ聖火リレー実施の意向を

伝える 

〇 聖火リレー実施表明の理由 

与党において、追加の経済対策や補正予算の検討がされている中、聖火リ

レーの実施を完全に拒絶することは、県内の飲食事業者等への国の支援の実

施に影響を及ぼす恐れがあるため 

〇 改善要請事項 

知事と組織委員会との協議において、聖火リレーにおけるスポンサー各社

の音楽イベントのような内容や車両の音量を下げるなどの改善を組織委員会

に要請し、組織委員会側からパートナー企業に伝えて相談する旨の回答があ

った 

４月  ９日  組織委員会から催告書に対する回答収受（４月６日付け） 

          ○ 回答内容 

            「組織委員会による協定違反の事実はなく、是正の必要はない。」 

        〇対応 

本県が協定違反として指摘した事項については、聖火リレー実施を前提として、

引き続き両者で協議していくこととなった 

４月３０日  組織委員会の回答を受け、協定書に記載のない費用負担に関して、組織委員会で

負担するよう申し入れ文書を送付 

５月１０日 ４月６日に改善を申し入れた事項については、スポンサー車両の音量を下げるな

ど適宜調整されていることを組織委員会に確認 

令和３年５月１ ９日 ・ ２ ０日

建 設 環 境 委 員 会 資 料

環境生活部スポーツ振興課
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２．聖火リレー実施概要 

 実施期間

２０２１年５月１５日（土）～５月１６日（日） 

 ルート概要（詳細ルートは別添地図のとおり） 

５／１５（土）津和野町→知夫村→益田市→浜田市→江津市→川本町→邑南町 

５／１６（日）大田市→出雲市→雲南市→奥出雲町→隠岐の島町→安来市→松江市 

 聖火ランナー 

 ２日間で総勢１７５人が島根県を走行。（当初計画は１７９人） 

② ランナーの総走行距離は３３．８㎞、１７０区間 

③ ２日目の出雲市（浜山公園）で、県出身タレントの江上敬子さんが走行。 

 セレモニー 

 出発式（各日の出発時に、聖火を聖火ランナーのトーチへ点火） 

入場者数 津和野町７０名、大田市５９名 

   ② セレブレーション（各日最終聖火ランナーの到着時に、聖火到着を祝うイベント） 

邑南町、松江市で実施 

入場者数 邑南町１４２名、松江市１０７名 

③ 各区間において、市町村実行委員会がミニセレブレーションなどを開催 

 新型コロナウィルス感染症対策 

組織委員会が示す「東京 2020 オリンピック聖火リレーにおける新型コロナウイルス感

染症対策に関するガイドライン」に基づき、適切な感染症対策を講じた上で実施。 

なお、５月１５日に実施した益田市における聖火リレーについては、益田市からの要請

を受け、急遽スタート地点（益田市役所前）のミニセレブレーション及び到着地点（医光

寺駐車場）を無観客とした。また沿道での観覧を控えるよう呼びかけた。 

①  沿道での観覧 

マスクの着用、大声を出さず拍手による応援、前後左右の人と適切な距離をとる、

密集を避けるためにライブ中継での観覧を推奨、など 

② セレモニー観覧 

上記①に加え、居住地や人数制限の実施 など 

③  関係者の感染予防 

    ・ 聖火ランナー 

実施２週間前から当日までの間、会食をしない、密集する場所への外出を避ける等、

感染リスクの高い行動を控える、など 

     ・ 運営スタッフ 

業務に従事する２週間前から、体調管理チェックシートと行動記録表の作成、など 
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